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公開買付けの結果および子会社の異動に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 18 年 10 月 13 日開催の取締役会において、住商リース株式会社（コード番号：8592 

以下、「住商リース」）の普通株式に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」）の開始を決議し、平

成 18 年 10 月 31 日から実施してまいりましたが、本公開買付けが平成 18 年 12 月 7 日をもって終了

いたしましたので、その結果につきまして下記のとおりお知らせいたします。 

 また、本公開買付けの結果、住商リースは新たに当社の連結子会社となる予定ですので、併せてお

知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．公開買付けの結果について 

１．公開買付けの概要 （平成 18 年 10 月 13 日公表） 

(1) 対象会社の名称        住商リース株式会社 

(2) 買付け等に係る株券等の種類  普通株式 

(3) 公開買付期間        

  平成 18 年 10 月 31 日（火曜日）～ 平成 18 年 12 月 7 日（木曜日）の 38 日間 

(4) 買付価格           1 株につき 7,000 円 

 

２．公開買付けの結果 

(1)応募の状況 

  買付予定株式総数  27,560,655 株 

  応募株式の総数  26,177,722 株 

  買付株式の総数  26,177,722 株 
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(2)公開買付けの成否 

平成 18 年 10 月 31 日付の公開買付開始公告並びに公開買付届出書に記載のとおり、応募

株券等の全部の買付けを行います。 

応募株主総数 応募株式総数 買付株式総数 返還する株式総数 

1,310 件 26,177,722 株 26,177,722 株 0 株

(3)按分比例方式により買付けを行う場合の計算方法 

該当事項はありません。 

(4)買付実施後の所有株式数および所有割合 

  買付前の所有株式数  15,714,003 株（所有割合 36.21％） 

  買付後の所有株式数  41,891,725 株 (所有割合 96.54％) 

(注１)買付前の所有割合は、住商リースの発行済株式総数 43,396,595 株（平成 18 年 3

月 31 日現在）を基準に算出しております。 

(注２)買付後の所有割合は、住商リースの発行済株式総数 43,396,595 株（平成 18 年 3

月 31 日現在）から住商リースが保有する自己株式 121,937 株（平成 18 年 3 月 31

日現在）を控除し、本年 4 月 1 日以降公開買付期間末日までに住商リースのスト

ックオプションに係る新株予約権が行使されたことにより移転された住商リース

株式 116,600 株を加算した 43,391,258 株を、分母として計算しています。 

 (5)買付けに要する資金 183,244 百万円 

 

３．決済の方法および開始日 

(1)買付けの決済をする証券会社・銀行等の名称および本店の所在地 

  野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目 9番 1号 

(2)決済の開始日 

平成 18 年 12 月 14 日（木曜日） 

(3)決済の方法 

  公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付けの通知書を応募株主等（外国人

株主の場合は常任代理人）の住所宛に郵送します。買付けは現金にて行います。買付けら

れた株券等に係る売却代金は、応募株主等の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公

開買付代理人から応募株主等の指定した場所へ送金するか、公開買付代理人の本店又は全

国各支店にてお支払いします。 
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４．公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所 

  住友商事株式会社              東京都中央区晴海 1丁目 8番 11 号 

  株式会社東京証券取引所     東京都中央区日本橋兜町 2番 1号 

  株式会社大阪証券取引所     大阪市中央区北浜 1丁目 8番 16 号 

 

Ⅱ．子会社の異動について 

  本公開買付けの結果、住商リースは平成18年12月14日付で当社の連結子会社となる予定です。 

 

  １．異動する子会社の概要 

    (1) 商号   住商リース株式会社 

    (2) 代表者   取締役社長 山根 英機 

    (3) 本店所在地   大阪市中央区北浜 4丁目 5番 33 号 

    (4) 設立年月日   昭和 23 年 1 月 12 日 

    (5) 主な事業の内容  総合リース事業 

    (6) 決算期   3 月 31 日 

    (7) 従業員数   852 名（連結ベース、平成 18 年 3 月 31 日現在） 

    (8) 資本金   14,760 百万円（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

    (9) 発行済株式総数 43,396,595 株（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

    (10) 大株主構成および持株比率（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

住友商事株式会社                  36.21％ 

住信リース株式会社                   8.13％ 

住友生命保険相互会社                  5.09％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）     3.87％ 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社・ 

住友信託退給口                     3.38％ 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口）    2.33％ 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン 

エス エル オムニバス アカウント 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行）        2.20％ 

ゴールドマン･サックス･インターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン･サックス証券会社）         1.11％ 

メロン バンク トリーティー クライアンツ オムニバス 

（常任代理人 香港上海銀行）                          1.08％ 

モルガン･スタンレーアンドカンパニーインク 

（常任代理人 モルガン･スタンレー証券会社）           0.97％ 
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     （注 1） 信託銀行等の信託業務に係る株式数については、網羅的に把握することができ

ないため、株主名簿上の名義で保有株式数を記載しております。 

     （注 2） 住友信託銀行株式会社から、同社が近畿財務局長宛に提出した平成 17 年 8 月

11 日付大量保有報告書の変更報告書並びに平成 17 年 11 月 11 日付当該変更報

告書の訂正報告書の写しの送付を受けており、平成 17年 7月 31日現在で 2,119

千株の株券等（株券等保有割合は 4.89％）を保有している旨の報告を受けてお

りますが、平成 18 年 3 月 31 日現在における実質所有状況の確認ができないた

め、平成 18 年 3 月 31 日現在の株主名簿に基づき記載しております。 

     （注 3） バークレイズ･グローバル･インベスターズ信託銀行株式会社ほか 7社の共同保

有者から、各社が連名で関東財務局長宛に提出した平成 18 年 4 月 13 日付大量

保有報告書の写しの送付を受けており、平成 18 年 3 月 31 日現在で 2,478 千株

の株券等（株券等保有割合は 5.71％）を保有している旨の報告を受けておりま

すが、平成 18 年 3 月 31 日現在における実質所有状況の確認ができないため、

平成 18 年 3 月 31 日現在の株主名簿に基づき記載しております。 

     （注 4） 「(10) 大株主構成および持株比率」は、住商リースの平成 18 年 6 月 22 日提

出の有価証券報告書より引用して記載しております。 

 

    (11) 最近事業年度における業績の動向（連結ベース） 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

売 上 高 430,872 百万円 450,482 百万円

売 上 総 利 益 35,924 百万円 39,998 百万円

営 業 利 益 21,861 百万円 25,731 百万円

経 常 利 益 24,714 百万円 28,363 百万円

当 期 利 益 15,158 百万円 17,080 百万円

総 資 産 1,211,452 百万円 1,380,582 百万円

純 資 産 89,719 百万円 118,084 百万円

1 株 当 た り 配 当 金 30 円 40 円

 

  ２．子会社の異動予定日 

   平成 18 年 12 月 14 日（木） 
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Ⅲ．今後の見通し 

当社は、住商リースを完全子会社化するために、本公開買付けにより取得できなかった住商リー

ス株式（当社が既に保有している住商リース株式を除く。）については、平成 19 年 8 月を目処に、

当社および住商リースの株主総会での承認を前提として、金銭交付による株式交換（以下、「本株

式交換」）を行うことを計画しております。（簡易株式交換、略式株式交換に該当する場合は、株主

総会承認決議が行われない場合があります。） 

 

住商リースの株式は、東京証券取引所および大阪証券取引所の株券上場廃止基準に従い、所定の

手続きを経て上場廃止となる見込みです。（本株式交換が行われる場合も上場廃止となります。）上

場廃止後は住商リース株式を東京証券取引所および大阪証券取引所において取引することはでき

ません。 

 

住商リースは、当社の完全子会社となった後、平成 19 年 10 月 1 日を目処に、三井住友銀リース

株式会社と合併する予定です。 

 

上記のとおり、住商リースは当社の連結子会社となる予定です。本件に伴う平成 19 年 3 月期連

結業績予想の変更はありません。 

以 上 

 

 
このプレスリリースには、将来の業績等に関する情報が含まれています。これらの情報は、あくまでも当社の経営陣の開示時

点での予測であって、リスクや不確実性を内包するものであり、経営環境の変化などにより実際とは異なる可能性があること

にご留意ください。 
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